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１２．１４労働法制改悪阻止中央行動（経団連・厚労省前）に500人
[image: image1.jpg]siitotas B

Y REN20ua,




東京春闘共闘主催の「日本経団連抗議行動」の参加者を中心に、国民春闘共闘の産別組織や労働法制中央連絡会に結集している日本婦人団体連合会、新日本婦人の会の代表も参加し、総勢500名で、悪法阻止の声をあげました。

全労連の坂内議長が主催者挨拶
「政府が構造改革路線で進めてきた労働法や会社法の規制緩和・改悪は、多くの『非正規』雇用を生み出した。労働者を大切にしない職場では、現場力が崩壊。カラスが鳴かない日があっても、大企業の謝罪会見のない日はないといわれるほど企業犯罪や欠陥商品が横行し、日本はモラル・ハザード列島と化してしまった。、今日、社会に広がる貧困と格差は、大企業・財界と政府がつくりだしている、という認識が広くいきわたるようになった。偽装請負の青年たちが労働組合に結集して立ち上がり、直接雇用を勝ち取るところまできている。こうした流れの中で、出された今回の法案。これは、最悪のものだ。ホワイトカラー・イグゼンプション、不当解雇の金銭解決、労働条件改悪のための労働契約法。断じて認めるわけにはいかない」として、勝利するまで奮闘しようと呼びかけました。

労働政策審議会労働条件分科会の労働者委員代表が「審議会報告」
「労使の対等は、団結の力でつくりあげるものだ。ところが、厚生労働省が労働契約法制案として最初に提案したのは、労働組合がなくても労使委員会で合意すればなんでもあり、というものだった。そのようなものは認められないと反対したところ、それは取り消されたが、就業規則の変更による労働条件の不利益変更が残っている。現在、就業規則を変更する際に求められるものは、労働者代表の意見聴取程度のこと。その程度のことで変えられる就業規則が、なぜ、労働契約法に取り入れられるのか。労使の合意が原則といいながら、『合理的なもの』であれば就業規則を変えられるとしている。先輩たちが長い労働運動の歴史の中で築き上げた戦いの到達点の水準を、引き下げるものだ。今、パートや臨時、派遣、請負、1人事業主扱いの請負が増えている。解雇ルールをしっかりつくると同時に、「有期労働契約」を規制すること。両方しっかりやられなければならない。
有期労働契約については、入り口で「有期とする理由」をはっきりさせ、契約の反復更新をするなら正規化することが必要だ。しかし、使用者の猛反対で取り入れられなかった。均等待遇も大切だが、使用者委員は均衡処遇という言い方に対してすら、抵抗している。
　さらに、労働時間法制の改悪も提案されている。中身はまさに過労死促進法である。休日104日を義務付けるから、今より改善されると厚労省は言うが、そんなことはない。今の法制度でも104日は確保できる。なのに、適用除外しないと、その程度の休日もとらせないというのか。1日8時間・週40時間の基準をとっぱらって、月4日休ませれば、日夜働かせてもいいようにするなど、とんでもない。
　安全配慮義務でも労使は対立している。経営者に対し、労働者が安心して働くことができるよう義務を課すべきだ。時間外労働の割増賃金問題では、日本の25％が国際的にみて低すぎる。新しい人を雇い入れるより、残業させた方が安くなる。結果として、長時間労働と雇用情勢の悪化をもたらす。今回の案では45時間まで25％で、それを越えたら労使で決めろという。この程度では経営者には痛くもかゆくもない。
　世論を喚起し、大衆運動の力をもってすればはねかえすことができる。当初は知られなかったホワイトカラー・イグゼンプションも、今では危険視する声が高まっている。お互い、しっかり取り組んでいこう」と、エール交換で締めくくりました。

少子化の解決は長時間労働の是正　　新婦人の古田和子さん
「女性の自立と少子化を考えるアンケート」結果や、ＮＨＫワーキングプア第二弾で放映された母子家庭の女性、リストラにあって進学の夢をたたれ月額8万円の仕事でくらす若い女性の姿を紹介、「国が本気で少子化を解決しようとするならば、長時間労働の是正をまず第一におこなうべきなのに、それに逆行する改悪提案をしようとしている。女性は絶対に納得しない」と話しました。

「派遣契約は商取引、市場原理にされされている」　　出版労連の加藤園子さん
教科書会社「一橋出版」が設立した派遣会社「マイスタッフ」から、一橋出版への「派遣」社員として働いていた加藤さんは、03年５月に雇い止め通告され、裁判でたたかってきた。「働き続ける権利、安心してくらせる権利を求めてたたかっています」と話しました。
「87年には一定の“しばり”があった派遣法は、その後、なし崩し的に規制緩和が進められ、派遣がいたるところで悪用されるようになったと語り、その上で、最近、違法派遣状態を跳ね返す労働者の武器となってきた「直接雇用申し入れ義務」すらなくそうとしていると警鐘をならしました。

　神奈川労連の水谷事務局長・自治労連の川西礼子副委員長が決意表明
水谷さんは、「日本経団連の手先になり下がった厚生労働省にいいたい」と語り始めました。年々増える「非正規」労働者、偽装請負の実態、時給400円で働く外国人労働者は怪我も労賃も手前もちの実態、公立小中学校の教員は朝から夜まで働いてくたくた、「これ以上働いたら脳みそが筋肉になる」と話しているとエピソードを紹介。また、最低賃金について、「ヨーロッパに比べて６～７万円（月額）低い。『働くルール100万請願署名』神奈川は20万筆集める！、アンケート1万枚を青年からとって、組織拡大をする！」と決意表明。
　川西さんは、解雇の金銭解決についいて、「金をだせば、不当な解雇もＯＫとなるなんて、地獄の沙汰も金しだいか？」と批判、「公務分野で働く非正規には身分保障はない。労働契約ではなく、任用であり、労基法18条の２の解雇権濫用法理も適用されない。公務員法でも労基法でも救われず、問答無用で首を切られる」と訴え、「厚生労働省にいいたい。同じフルタイムで働いて13万円のワーキングプアを国や地方自治体がうみだしている。それをとめるのが、厚生労働省の役目ではないか」と声をあげました。
　労働法制闘争本部長の生熊全労連副議長が国会にむけて「おごる与党も内閣支持率低下に悩んでいる。このまま格差社会を放置したら、内閣つぶれるという流れをつくり、頑張ろう！労働法制改悪は阻止できる。憲法守り、大増税なくすたたかいを強めよう」と呼びかけました。






